
 

大津市社会的事業所等用地等賃借料補助金交付要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、社会的事業所、障害者働き・暮らし応援センター、委託相談支

援事業所、障害者地域活動支援センター（Ⅰ型又はⅡ型）、日中一時支援事業所又

は障害福祉サービスを行う事業所（以下「事業所等」という。）を設置している者

で、その用地又は建物を事業所等の運営に参画する者以外の者から賃借しているも

のに対し、当該賃借料に係る経費の一部を補助し、もって福祉の増進を図ることを

目的とする。 

 （補助対象事業所） 

第２条 この要綱による大津市社会的事業所等用地等賃借料補助金（次条及び第４条

（第３項を除く。）において「補助金」という。）の交付の対象となる事業所等

（以下「補助対象事業所」という。）は、大津市社会的事業所運営事業費補助金交

付要綱、大津市滋賀型地域活動支援センター運営事業費補助金交付要綱若しくは大

津市障害者働き・暮らし応援センター事業費補助金交付要綱に基づく補助金（以下

「事業費補助金」という。）の交付を受けている者（次条第２項の規定の適用を受

ける場合にあっては、事業所等が開設された後には当該事業所等が事業費補助金の

交付を受けることができるものであると市長が認めるものに限る。）、大津市相談

支援事業実施要領に基づき相談支援事業の委託を受けている委託相談支援事業所、

大津市障害者地域活動支援センター事業実施要領に基づき委託を受けている地域活

動支援センター（Ⅰ型又はⅡ型に限る。）、大津市障害者日中一時支援事業実施要

領に基づき日中一時支援事業の委託を受けている日中一時支援事業所、障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下

「法」という。）第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者が運営す

る事業所（法第５条第７項に規定する生活介護、同条第８項に規定する短期入所

（大津市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指

定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２５年条例第７号。以下「基準条例」という。）第１０１条第２項に規定する空

床利用型事業所及び基準条例第１１１条の２に規定する共生型短期入所を行う事業

所を除く。）、法第５条第１２項に規定する自立訓練、同条第１３項に規定する就

労移行支援若しくは同条第１４項に規定する就労継続支援を行う事業所に限る。）

又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「児童福祉法」という。）第２

１条の５の３第１項に規定する指定障害児通所支援事業者が運営する事業所（児童

福祉法第６条の２の２第４項に規定する放課後等デイサービスを行う事業所に限

る。）であって、次のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 市内で、事業所等の用地又は建物をその運営に参画する者以外の者から賃借し



 

ているもの 

⑵ 事業所等の利用者（社会的事業所にあっては、大津市社会的事業所運営事業費

補助金交付要綱第２条第２号に規定する障害者従業員。以下この号において同

じ。）のうち市内に居住する利用者が半数を超えるもの。 

⑶ 事業所等の設置主体が会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１号に規定

める会社以外の者であって、市内での事業実績が３年以上あるもの 

⑷ 法第８８条第１項の規定に基づき定めた大津市障害福祉計画に適合すると認め

られる事業所等であること。 

 （補助対象経費） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費は、補助対象期間において補助対象事業所が

負担した事業所等の用地又は建物の賃借料（以下「賃借料」という。）とする。 

２ 前項の賃借料には、補助対象事業所を開設する日前６か月までの期間に係る賃借

料で、市長が当該補助対象事業所の新築工事等のために必要と認めるものを含むも

のとする。 

 （補助金の額） 

第４条 補助金の交付の対象となる期間、補助率及び補助金の額は、次に掲げるとお

りとする。 

⑴ 補助対象期間 当該年度において補助対象事業所が用地又は建物を実際に賃借

する期間 

⑵ 補助率 ５分の４ 

⑶ 補助金の額 次に掲げる額のうちいずれか少ない額に補助率を乗じて得た額 

ア 賃借料の額から寄附金その他の収入を控除した額。ただし、補助対象事業所

が、短期入所と共同生活援助とを一体として運営を行う基準条例第１０１条第

１項に規定する併設事業所（以下「共同生活援助併設型短期入所事業所」とい

う。）である場合であって、補助対象期間における法第５条第１７項に規定する

共同生活援助の利用者から徴収すべき家賃収入（当該共同生活援助を行う事業者が

定める運営規程に規定する家賃（賃借料に係るものに限り、法第３４条第１項

に規定する特定障害者特別給付費（以下「特定障害者特別給付費」という。）

を含む額をいう。）に当該運営規程に規定する定員数を乗じて得た額とす

る。）があるときは、当該家賃収入は、寄附金その他の収入に含まないものと

する。 

イ ２００，０００円に補助対象期間の月数を乗じて得た額（補助対象期間の開

始日が月の初日以外の日であるとき、及び補助対象期間の終了日が月の末日以

外の日であるときは、これらの日が属する月については、日割りにより計算し

た額） 



 

２ 補助対象事業所の用地又は建物について、補助対象事業所が行うこととされてい

る事業（事業費補助金の交付を受けることがその要件とされているものについては、

当該補助金の交付対象となる事業。以下「補助対象事業」という。）以外の事業

（以下「補助対象外事業」という。）を行うときは、補助対象期間における賃借料

の額を補助対象事業と補助対象外事業との当該建物の専有面積により按分し算出し

た額を前項第３号アに規定する賃借料の額とする。 

３ 共同生活援助併設型短期入所事業所に対する補助金の額は、次に掲げる額のうち

いずれか少ない額に第１項第２号に規定する補助率を乗じて得た額とする。 

⑴ 第１項第３号ア及びイに掲げる額のうちいずれか少ない額 

⑵ 第１項第３号アに掲げる額を補助対象事業と補助対象外事業との当該建物の専

有面積により按分し算出した額 

 （交付申請書） 

第５条 大津市補助金等交付規則（平成１０年規則第３２号。以下「規則」という。）第４

条第１項の規定により市長に提出しなければならない交付申請書は、大津市社会的

事業所等用地等賃借料補助金交付申請書（様式第１号）とする。 

２ 前項の交付申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

⑴ 賃貸借契約概要調書（様式第２号又は様式第３号） 

⑵ 賃貸借契約書の写し 

⑶ 社会的事業所以外（短期入所を行う事業所を除く。）の事業所等にあっては利

用者状況表（様式第４号）、社会的事業所にあっては障害者従業員状況表（様式

第４号の２） 

⑷ 定款及び市長が必要と認めたもの（初年度申請時のみ） 

⑸ 収支予算書抄本（様式第５号） 

 （決定通知書） 

第６条 規則第７条第１項の規定による通知は、大津市社会的事業所等用地等賃借料

補助金交付決定通知書（様式第６号）により行うものとする。 

２ 規則第７条第２項の規定による通知は、大津市社会的事業所等用地等賃借料補助

金交付申請棄却（却下）決定通知書（様式第７号）により行うものとする。 

 （事情変更による取消通知書等） 

第７条 規則第９条第５項の規定による通知は、大津市社会的事業所等用地等賃借料

補助金交付決定取消通知書（様式第８号）又は大津市社会的事業所等用地等賃借料

補助金交付決定変更通知書（様式第９号）により行うものとする。 

 （実績報告書） 

第８条 規則第１４条の規定により市長に提出しなければならない実績報告書は、大

津市社会的事業所等用地等賃借料補助事業実績報告書（様式第１０号）とする。 



 

２ 前項の実績報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

⑴ 利用者状況表（様式第４号）（短期入所を行う事業所に限る。） 

⑵ 大津市社会的事業所等用地等賃借料補助金精算調書（様式第１１号）（共同生

活援助併設型短期入所事業所を除く。） 

⑶ 大津市社会的事業所等用地等賃借料補助金精算調書（様式第１１号の２）（共同

生活援助併設型短期入所事業所に限る。） 

⑷ 賃貸借契約概要調書（様式第１２号又は様式第１３号） 

⑸ 領収書（明細を記したものを含む。）の写し 

⑹ 収支決算書抄本（様式第１４号） 

 （確定通知書） 

第９条 規則第１５条の規定による通知は、大津市社会的事業所等用地等賃借料補助

金確定通知書（様式第１５号）により行うものとする。 

 （交付請求書） 

第１０条 規則第１８条第１項の規定により市長に提出しなければならない交付請求

書は、大津市社会的事業所等用地等賃借料補助金交付請求書（様式第１６号）とす

る。 

 （一括又は分割による交付請求書） 

第１１条 規則第１８条第２項において準用する同条第１項の規定により市長に提出

しなければならない交付請求書は、大津市社会的事業所等用地等賃借料補助金交付

請求書（様式第１７号）とする。 

 （取消通知書） 

第１２条 規則第１９条第４項の規定による通知は、大津市社会的事業所等用地等賃

借料補助金交付決定取消通知書（様式第１８号）により行うものとする。 

 （返還通知書） 

第１３条 規則第２０条第１項の規定による返還の命令は、大津市社会的事業所等用

地等賃借料補助金返還通知書（様式第１９号）により行うものとする。 

 （その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、その都度市長が定める。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ 大津市障害者共同（働）作業所用地賃借料補助金交付要綱（平成８年４月１日制

定）は、廃止する。 

３ この要綱は、令和５年３月３１日限り、その効力を失う。 

   附 則 

この要綱は、平成１２年９月１日から施行し、平成１２年度の事業から適用する。 



 

   附 則 

 この要綱は、平成１３年６月１日から施行し、平成１３年度の事業から適用する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 大津市精神障害者共同作業所用地等賃借料補助金交付要綱（平成１１年４月１日

制定）は、廃止する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１６年１０月１５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１７年１０月１日から施行する。 

２ この要綱の規定により補助金の交付の決定を受けた共同（働）作業所が社会的事

業所に移行したときは、平成１７年度に限り、社会的事業所の設置者として補助金

の交付の決定を受けたものとみなす。 

附 則 

 この要綱は、平成１９年６月１日から施行し、平成１９年度の補助金から適用する。 

   附 則  

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行し、改正後の大津市社会的事業所等用地

等賃借料補助金交付要綱の規定は、平成２６年度から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の改正規定は、

同年３月３１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年３月３１日から施行する。 



 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 


